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❡. 目的 

携帯電話は、現代のIT社会を支えている必要不可欠なツールの一つである。携帯電話は、日常的なものからビジネ
スに至るまで、広く人々のコミュニケーションツールとして使用される。それに加えて、いわゆる「スマートフォン」
の普及は、携帯電話の価値を高めただけでなく、ネット上に大きな市場が生まれる契機ともなった。携帯電話を介し
てのみ成立するビジネスにとって、携帯電話の利用者数の増減には大きな意味があるだろう。現在、日本における携
帯電話の契約数は、日本の人口を超えてもなお増加し続けている。これから先、契約数がどう変化するかを予測する
ことは、市場の将来を予測することにつながると考えられる。携帯電話の契約数を分析し、将来予測を行うことは、
ビジネス的に意味がある。 
同時に、本研究は、携帯電話市場が過度に活発化することで発生する問題の解決にも応用できると考える。例え
ば、携帯電話は新しい機種が次々に発表されており、定期的に端末を買い替えることを消費者に促している。新規契
約者と機種変更者によって、携帯電話市場は活発化されていると言ってもよいだろう。一方で、それによって多くの
廃棄物が発生していることも事実である。また、現在は、携帯電話の契約数は一定の増加を続けているため、さらな
る携帯電話の製造を許容できるだけの収容力が市場には備わっている。しかし、将来的に市場の肥大化が止まった
とき、現在と同じように携帯電話を製造し続けた場合、需要に対して供給が過度に増大してしまい、市場がうまく機
能しなくなってしまうかもしれない。その際に発生する資源の浪費は、大きな経済的ダメージをもたらすであろう。
実際のところ、一人当たりの携帯電話所有数には限度があるため、早かれ遅かれ、いずれは契約数の増加が抑制さ
れることが考えられる。問題は、その時期である。 
本研究の目的は、将来の市場を予測するだけでなく、その予測によってもたらされる利益と危険性の両方を考察
することである。 

❡. 研究方法 

| 1. 背景 - 普及過程の分析 - 

まず、日本において携帯電話の普及が進んだプロセスを明らかにする必要がある。 

 Fig.1は、携帯電話の契約数※1[1]の推移と、日本の総人口の推移[2]を表したグラフである。特徴的なのは、⑴ 
1990年代後半から2000年にかけて、加速度的に加入数が増加していることと、⑵ 2011年に加入数が総人口を上
まってからも、契約数が増加し続けていることである。この２つの特徴から、契約数の推移を３つの期間（T1 ~ 
T3）に分けて現象を分析した。 

 ※1 …「携帯電話の契約数」とは、総務省が定める電子通信サービスのうち、移動系通信における携帯電
話の契約数のことを指す。 

《 各期間の特徴 》 
T1期 … 1988年～1993年。黎明期。携帯電話は発売されているが、利用は一般的ではな 

いため、年ごとの増加率は比較的高いが（Fig.2）、契約数の総数は少ない。 

T2期 … 1994年～2000年。普及加速期。1994年に携帯電話端末の自由化（売り切り制） 
が導入されたことにより、市場が自由競争化するとともに、契約数の爆発的な増加 
が始まった[3]。94年の契約数増加率は1を超えてから、4年間に渡って契約数が指 
数関数的に増加したことがわかる（Fig.2）。2000年の契約数は6千万台を超えて 
おり、この時期には人口の半数近くまで携帯電話が普及していたと予測される。 

T3期 … 2000年以降。安定期（成熟期）。携帯電話は一般的なツールとなり、年ごとの増 
加率も10%未満に安定するようになった。2011年以降は、契約数が日本の総人口 
を超えているにも関わらず増え続けている。これは、一人複数台の携帯電話を所持 
している人が増加したことが大きな要因である考えられる。 

















!. 結果

得られたS2(t)の一般解を用いてシミュレーションを行った。このとき、ロジスティックモデルのときと同様に、
携帯電話を所持する可能性がある人口をNと定めた。シミュレーション結果をFig.10に示す。

なお、定数は、式(3)をオイラー法を用いて書き
換え、βを求めた。S2(t) は職務用に所有する人
が多いと考えられるので、法人携帯電話の契約数
の調査資料[12]から t =22, 23 の値を定め、オイ
ラー法を適用した。 
さらに、t = 22 のとき、式(5)にβを代入して
αを求めた。 
また、シミュレーションによる契約数全体の予
測値 S(t) = S1(t) + S2(t) ×2 である。 

シミュレーションによると、携帯電話の契約数は、2016年頃
以降から収束方向への傾きが強まり、最終的に約1億7千万台に
収束した。しかし、1990年代～2000年代にかけては、実デー
タから大きく外れている。予測値を実データで割った、データ
とのずれを調べると（Fig.11）、SIRタイプの結果は、ロジス
ティックモデルと比較すると、むしろ予測精度が落ちている。
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(Fig.10) SIRモデルを応用した人口移動モデルによるシミュレーション
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❡. 考察及び結論 

数値シミュレーションを行った結果、この人口移
動モデルを導入することによって、 

 (1) 普及の流行期における、契約数の指数関
数的増加 

 (2) 契約数が日本の人口を上まった後にも増
加を続ける 

という２つの特徴を同時に表現することができた。

しかし、Fig.13での結果「やがては日本国民全
員が携帯電話を２台持つ」は、妥当とは考えにくい。
また、日本人口は（移民を増やさない限り）に減少
に転じる予測も出ており[13]、2040年までには
1000万人以上の差が生まれるため、この影響を無
視することはできない（Fig.14）。 

さらに、近年発達が著しい情報端末が、今後何十
年も同様の形態を保つことも考えにくい。おそらく、
スマートフォンの登場によって携帯電話の概念が変
わってしまったように、今後数年で、携帯電話の概念と形態は大きく変化すると考えられる。その際、このSIRを応
用したモデルが、そのまま当てはまることはないだろう。 

よって、本モデルによって有効な予測は、短期間、最大でも2020年頃までであるとするのが、もっとも妥当であ
ると考える。 

今後の研究では、このモデルを、他国、特に今後急速に携帯電話が普及していくであろう発展途上国の携帯電話市
場の予測に応用した。また、携帯電話の製造量や、機種の買い替えによって生じる廃棄物の量などから、携帯電話市
場が地球環境に与える影響を分析したい。これにより、携帯電話の契約数の収束を考慮した場合と、増加すると考え
て携帯電話を製造し続けた場合での、自然環境へのリスク評価を行うことができ、それを軽減させるための対策を検
討することができると考える。 

❡. 謝辞 
本研究を進めるにあたり、数学的・経済的な視点からさまざまな指摘を頂いた、指導教官の林先生に感謝いた
します。また、SIRモデルの研究をしている長島氏と高橋先輩からは多くのインスピレーションを受けました。あ
りがとうございました。 

Fig.14 日本人口の将来予測[13]



❡. 参考文献 

[1] 総務省『電子通信サービスの加入契約数等の状
況』<http://www.soumu.go.jp/soutsu/tokai/
tool/tokeisiryo/idoutai_nenbetu.html> 10/5閲
覧 

[2] 総務省統計『日本の統計』第２章１節「人口の推
移と将来人口」<http://www.stat.go.jp/data/
nihon/02.htm> 10/5閲覧 

[3] 森島 光紀『移動通信端末・携帯電話技術発展の
系統化調査』国立科学博物館 技術の系統化調査
報告 第6集 （平成18(2006)年3月31日） 

[4] 中岡 慎治『ポジティブフィードバックをもつ生
物系モデルの解析』数理解析研究所講究録 第 
1637 巻 （2009 年 176-188） 

[5][7] デヴィット・バージェス/モラグ・ボリー
（著）、垣田 高夫（訳）『微分方程式で数学モデ
ルを作ろう』第１章 序論、日本評論社 1990年 p 
7-9  

[6] P. F. Verhulst (1838), Notice sur la loi que la 
population suit dans son accroissement. 
Correspondance Math́ematique et 
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